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研究要旨 

【目的】在宅医療の利用には地域格差があることが報告されているが、訪問看護利用者数の

地理的分布や、それに関連する地域要因については明らかになっていない。全国規模のデー

タベースを用い、人口あたりの訪問看護サービス利用者数の地理的分布を示すとともに、関

連する要因を明らかにすることを目的とした。 

【方法】研究デザインは横断研究であり、「介護サービス情報公表システム」で公表されて

いる 2023年の訪問看護サービス事業者データならびに政府統計を用いた。二次医療圏を分

析単位とし、アウトカム変数は、二次医療圏ごとの 65 歳以上 10 万人当たりの月間訪問看

護利用者数とした。人口規模（都市型、中間型、過疎型）別に記述統計を算出し、アウトカ

ムに関連する地域要因を特定するため、ロバスト分散推定を用いた重回帰分析を実施した。 

【結果】重回帰分析の結果、65歳人口 10万人あたりの訪問看護利用数は、訪問看護事業所

数、事業所あたりの常勤換算（FTE）看護職員数、および居住可能面積（km²）と正の関連を

示した。また、病院数（精神科を除く）、訪問看護特別指示を受けた年間患者数、中間・過

疎地域（ref都市部）との間には負の関連が認められた。一方で、高齢化率、救急告示病院

数、地域医療支援病院数、診療所数、在宅療養支援診療所数、居宅介護支援事業所数との間

には有意な関連は認められなかった。 

【考察】訪問看護利用者数の地域格差には、利用者宅への訪問の効率性や採算性、訪問看護

職員の確保などが影響している可能性が示唆された。一方で、二次医療圏単位の人口あたり

の訪問看護利用者数は地域の医療介護資源量と関連していないことも明らかになった。こ

れらの結果は医療圏域の設定にあたり、考慮すべき要素として更なる検討の必要があるこ

とを示唆している。
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A. 研究目的

日本においても在宅医療の地域格差は多くの

地域で報告されている。ある研究では、在宅医療

の利用率は過疎地域よりも都市部で高いことが

示されている[1]。また、人口あたりの在宅療養支

援診療所数は日本の北東部よりも南西部で多く、

気候、訪問診療、高齢者の医療費などとの関連が

示されている[2]。 

訪問看護については、訪問看護事業所は都市部

でより多く[3]、訪問看護事業所からの移動時間

が 10 分圏内に居住する人口の割合が高い地域ほ

ど[4]、利用者が多いという結果が示されている。

しかし、これらの研究は特定の地域に限定されて

おり、日本全国における訪問看護サービス利用状

況の格差や地域要因の影響の検証は十分ではな

い。 

そこで本研究では、全国規模のデータベースを

用い、人口あたりの訪問看護サービス利用者数の

地理的分布を示すとともに、関連する要因を明ら

かにすることを目的とした。なお、本研究では、

日本の医療計画における標準的な地理的単位で

ある二次医療圏を分析単位として用いた。 

B. 研究方法

1. 研究デザインとデータソース

本研究の研究デザインは、横断研究であった。

厚生労働省が公表している「介護サービス情報公

表システム」[5]に収載されていた 2023年度の訪

問看護サービスの事業所情報を使用した。訪問看

護事業所は、指定訪問看護ステーション及び病院

または診療所の指定訪問看護事業所の両方を含

んでいる。 

本研究の観察単位は、二次医療圏とした。二次

医療圏は、医療法において、病床の整備を図るべ

き、地域単位であり、病院及び診療所における入

院に係る医療を提供する体制の確保を図ること

が相当であると認められるものを単位として設

定された区域であり、2023 年 10 月現在、全国に

335 圏域あった。 

2. アウトカム変数

アウトカム変数は、二次医療圏ごとの 1カ月間

の訪問看護利用人数合計を 65歳以上人口で割り、

その結果に 10 万を乗じて算出した「65 歳以上人

口 10 万人当たりの月間訪問看護利用人数」とし

た。訪問看護利用者数は、「介護サービス情報公表

システム」データ[5]から、2023年の 65歳以上人

口は、総務省が公表している政府統計[6]からデ

ータ収集した。 

3. 説明変数

説明変数は以下の通りであった。 

事業所レベルの特性は以下の通りであった：訪

問看護事業所数、1 事業所当たりの常勤換算看護

職員数、リハビリテーション専門職を配置してい

る事業所数、時間外対応実施事業所数であった。

なお、時間外対応とは、24時間電話対応、緊急訪

問のいずれか、またはその両方の対応とした。 

地域レベルの特性は以下の通りであった。高齢

化率（65 歳以上人口割合）、病院数（精神科病院

を除く）[7]、救急告示病院数[7]、地域医療支援

病院数[7]、診療所数[7]、在宅療養支援診療所数

[8]、訪問介護事業所数[9]、居宅介護支援事業所

数[15]、および長期療養施設数[9]；ならびに居住

可能面積（km²）[10]であった。なお、施設数およ

び患者数は、65 歳以上の人口 10 万人あたりで標

準化された。 

訪問看護利用者の重症度を考慮するため、特別

訪問看護指示を受けた 65 歳以上の患者の年間数

を変数に含めた。特別訪問看護指示書は、診察に

基づき、主治医が、急性増悪や類似の状態により

頻繁な訪問看護（週 4日以上）が一時的に必要で

あると判断した場合、訪問看護ステーションに対

し発行することができる[11]。さらに、精神科訪

問看護指示を受けた患者の年間人数を含めた。

「介護サービス情報公表システム」では、精神科

訪問看護サービスのみを提供する事業所が区別

されていないため、NDBオープンデータ［12]から

収集した精神科訪問看護指示を受けた患者の年

間人数を含めた。なお、NDBオープンデータ［12]
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において、0から9までの値はマスクされており、

分析のためにこれらの値は中間値である 4.5に置

き換えた。 

二次医療圏ごとの人口規模および人口密度は、

政府統計から取得した[6]。これらの指標および

先行研究[13]に基づき、二次医療圏を都市部、中

間地域、過疎地域の 3つのカテゴリーに分類した。

都市部は人口 100 万人以上または人口密度 2,000

人/km²以上、中間地域は人口 20 万人以上または

10 万～20 万人かつ人口密度 200 人/km²以上と定

義した。過疎地域には、これら以外のすべての二

次医療圏が含まれた。 

4. 統計解析

65 歳以上人口 10 万人当たりの訪問看護利用者

数の分布を明らかにするため、事業所特性に関す

る記述統計分析を、都市部、中間地域、過疎地域

のカテゴリーごとに層別化して行った。次に、65

歳人口 10 万人当たりの訪問看護利用者数の地理

的分布について日本地図を用いて可視化した。 

多変量解析の実施にあたり、多重共線性は分散

膨張係数（VIF: Variance Inflation Factor）を

用いて評価した。その後、65 歳人口 10 万人あた

りの訪問看護利用者数に関連する要因を、ロバス

ト分散推定を用いた多重線形回帰分析により特

定した。すべての分析は SAS バージョン 9.4（SAS 

Institute Inc., Cary, NC, USA）を用いて行い、

有意水準は 5％とした。 

C. 研究結果

事業所を有さない市町村等を除外した 332二次

医療圏を分析対象とした（図１）。地域区分別の内

訳は、都市部 61医療圏、中間規模 183 医療圏、過

疎地域 88医療圏であった。 

3つの人口規模区分別の記述統計では、65歳以

上人口 10 万人当たりの訪問看護利用者数および

事業所数、特別訪問看護および精神科訪問看護指

示書を受けた人数、ならびに診療所数、在宅療養

支援診療所数、訪問介護事業所数は、都市部から

過疎地域になるにつれて漸減した。対照的に、病

院数（精神科を除く）および救急告示病院数、高

齢化率、居宅介護支援事業所および長期療養施設

数は、過疎地域になるにつれて増加した。 

図 1 は、65 歳以上人口 10 万人当たりの訪問看

護利用者数の地理的分布を示している。利用者数

は東日本および北日本で低く、西日本で高い傾向

が見られた。 

図 1 65 歳以上人口 10 万人当たりの訪問看護利

用者数の地理的分布 

色が濃いほど、利用者数が多いことを示す。 

図 2は、人口規模の 3区分別にみた、65歳人口

10 万人当たりの訪問看護利用者数を箱ひげ図で

示したものである。65 歳人口 10 万人当たりの訪

問看護利用者数の中央値は、都市型から過疎型に

なるにつれ減少した。 

図 2 人口 3 区分別にみた、65 歳以上人口 10 万
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人当たりの訪問看護利用者数（箱ひげ図） 

表１は。65 歳以上人口 10 万人当たりの訪問看

護利用者数に関連する要因について、ロバスト分

散推計を用いた重回帰分析の結果である。65歳人

口 10 万人あたりの訪問看護利用数は、訪問看護

事業所数、事業所あたりの常勤換算看護職員数、

および居住可能面積（km²）と正の関連を示した。

また、病院数（精神科を除く）、訪問看護特別指示

を受けた年間患者数、中間・過疎地域（ref 都市

部）との間には負の関連が認められた。 

一方で、高齢化率、救急告示病院数、地域医療

支援病院数、診療所数、在宅療養支援診療所数、

居宅介護支援事業所数との間には有意な関連は

認められなかった。 

表１ 65 歳以上人口 10 万人当たりの訪問看護利

用者数に関連する要因．ロバスト分散推計を用い

た重回帰分析 

D．考察 

本研究の結果、訪問看護サービスの利用状況に

は地域格差が存在することが明らかになった。 

訪問看護事業所の看護職員数および常勤換算

看護職員数が多い地域では、訪問看護利用者数が

多かった。これは、訪問看護事業者における利用

者の受入能力と人材の確保が、二次医療圏におけ

る訪問看護利用を促進する上で重要な役割を果

たしていることを示唆している。訪問看護サービ

スの受入能力における格差には、主に、1) 都市部

と過疎地域における利用者数の差異、2) 看護職

員および関連する組織的資源の地理的分布の不

均一性が背景にあることが考えられる。 

都市部や居住可能面積の広い地域と比較して、

中規模地域および過疎地域では、訪問看護利用者

数が少ないという結果が示された。過疎地域の看

護師は、患者の自宅に到達するために長距離を移

動し、より多くの時間を要することが先行研究で

指摘されている[4,16]。このことにより、スケジ

ュール管理の効率が低下し、運営コストが増加す

る。先行研究ではアクセス性の低さは利用率の低

下と関連していることも報告されており[4][17]、

本結果は、過疎地域では、訪問看護サービスの供

給と需要の両方を減少させる可能性があること

を示唆している。さらに、先行研究では、看護職

員が都市部に集中することが世界的な傾向とし

て報告されており[18,19]、これにより過疎地域

における人材不足がより顕著になっている。常勤

看護スタッフの数が多いほど、訪問看護事業者の

財政的持続可能性は高まる[20]。そして、都市部

では、より有利なスタッフ採用条件や組織の安定

性により、事業者がより一貫してサービスを提供

できる可能性があり、それが利用者数の増加につ

ながっている可能性がある。 

さらに、注目すべき点は、訪問看護利用者数は、

病院数とは弱い負の関連が見られたが、緊急時の

受け入れ病院や在宅医療を提供する診療所数、長

期療養施設数、居宅介護支援事業所数とは関連し

なかったということである。これは、病床の整備

を図るべき地域的単位である二次医療圏と、訪問

看護サービスの提供区域との間に不一致がある

可能性を示唆している。 

同様の状況は国際的にも報告されている。米国

では、在宅医療サービス利用の分析に病院サービ

ス区域や病院紹介地域が一般的に用いられてい

る[21,22]。しかし、いくつかの研究では、これら

の地域区分では実際の患者の流れを完全に捉え

きれていないことも指摘されている[23]。別の先

行研究では、在宅医療の利用パターンは行政的に

定義された境界を越えて広がる場合が多く、利用

や支出における地理的変動の観察結果に基づき、

サービスエリアを再定義する取り組みが進めら

変数名 係数 p値

訪問看護事業所数※ 0.0416 0.0373 0.046 <.0001
事業所当たりの訪問看護常勤換算看護職員数 0.2035 0.1578 0.2491 <.0001
高齢化率 0.0065 -0.0024 0.0155 0.1522
　病院数(精神科を除く)※ -0.0051 -0.0101 0 0.0491
救急告示病院数※ 0.0043 -0.0042 0.0128 0.3257

地域医療支援病院数※ 0.0178 -0.0041 0.0398 0.1111

訪問看護特別指示を受けた年間患者数※ -0.0003 -0.0005 -0.0002 <.0001

精神訪問看護指示書を受けた年間患者数※ 0 -0.0001 0.0001 0.9038

診療所数※ 0.0001 -0.0001 0.0004 0.3063

在宅支援診療所数※ 0.0006 -0.0014 0.0026 0.5652

訪問介護事業所数※ -0.0014 -0.0031 0.0003 0.0992
居宅介護支援事業所数※ -0.0011 -0.0033 0.001 0.3055
長期療養施設数※ -0.0028 -0.0066 0.0009 0.1397
　可住地面積(㎢) 0.0001 0 0.0002 0.0182
人口区分

　都市型 Reference
　中間型 -0.1748 -0.2661 -0.0836 0.0002
　過疎型 -0.1827 -0.3338 -0.0316 0.0178

※65歳以上人口10万人当たりの数で調整した

95%信頼区間
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れている[24]。これらの先行研究の知見は、本結

果同様、訪問看護を含む在宅医療圏域は、二次医

療圏域とは異なる可能性示唆している。 

以上のことから、地域包括ケアシステムを実現

する上で、訪問看護の提供体制を検討するために

は、患者の日常生活圏や看護人材確保の状況を考

慮する必要性があることが示唆された。 

E．結論 

全国の二次医療圏を対象とした 65 歳以上人口

10 万人当たりの訪問看護利用者数の分析の結果、

訪問看護の提供状況に地域差があることが確認

された。訪問看護利用者数の地域格差には、利用

者宅への訪問の効率性や採算性、訪問看護職員の

確保などが影響している可能性が示唆された。一

方で、人口あたりの利用者数は地域の医療介護資

源量と関連しないことも明らかになった。 

これらの結果は医療圏域の設定にあたり、考慮

すべき要素について更なる検討の必要性がある

ことを示唆している。 

F．研究発表 

Yuma Hashimoto, Masayo Kashiwagi, Ako Machida. 

Regional disparities in home-visit nursing 

supply in Japan: A cross-sectional study 

using nationwide data. The 29th EAFONS2026 

2026.02.26 Singapore 
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